
＜県＞

＜市町村＞

市町村
標準保険料率住民（国保加入者）

※ 「本来必要な保険税」 を徴収するために、どん
な税率で課税するべきかの参考として、県内統一
基準により市町村毎の税率を計算
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保　険　税 保険税

軽減分
66億

（72億円）

その他
131億円（132億円）

市町村からの納付金
613億円【35％】（586億円）

国民健康保険事業費納付金の算定と保険税の賦課徴収
（イメージ）

保険給付費等、後期支援金、介護納付金　1,761億円（1,779億円）
医療分 1,395億円（1,412億円）、後期支援金分 269億円（270億円）、介護納付金分 97億円（98億円）

前期高齢者交付金
556億円【31％】（582億円）

公　費（国・県）
592億円【34％】（611億円）
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保健事業等
30億円（31億円）

県への納付金
613億円（586億円）

公　費

【Ｈ３１年度の算定方法】

（１）所得水準βで応能分・応益分の割合を調整し、各市町村の県全体に占める割合に応じて割り振る｡

① 所得割 （所得水準に応じて負担）

② 均等割 （被保険者の数に応じて負担）

③ 平等割 （世帯の数に応じて負担）

（２）各市町村の医療費水準に応じて増額又は減額調整する。

医療費が高い市町村の負担は多く、医療費が低い市町村の負担は少なくなるよう調整

（※ 調整の幅は、Ｈ31年度以降は保険税水準の統一に向けて徐々に縮小していく）

① 保険給付費の実績や国の係数により、県全体の保険給付費等、後期支援金、介護納付金を推計

国の係数により、公費及び前期高齢者交付金を算定し、市町村から徴収する納付金総額を算定

本来必要な保険税 512億円（485億円）

保険税の賦課・徴収

医療分 425億円、後期支援金分 139億円、

介護納付金分 49億円

② 県と市町村で協議してきた方法により、納付金総額を各市町村に割り振る

④ 各市町村では、県への納付金と保健事業等の費用を、公費のほか、被保険者から徴収する

保険税で賄う （※ただし、基金、繰越金、法定外の繰入金等を活用している市町村あり）

③ 更に、国保制度改革により負担が上昇してしまう市町村に、激変緩和措置を実施

Ｈ31年度 約11億円（約８億円） （※激変緩和措置の幅は、Ｈ31年度以降、徐々に縮小していく）

※ （ ）内の金額は、３５市町村の合計
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※ 金額は３１年度仮算定値、（ ）内は３０年度確定値


